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科学技術振興機構（JST）及び日本学術振興会（JSPS）について 

 

 

１ 政策的な視点 

✓ 科学技術・学術の振興のためには、全分野にわたる研究者の自発性に基づく学術研究を

支援し、イノベーションの源泉となる多様性の苗床を確保することと、国として取り組む

べき重要な科学技術課題への投資を「車の両輪」として行うことが必要。 

✓ ＪＳＰＳは学術の振興が任務。学問の自由や多様性を尊重して、人文・社会科学から自

然科学まで全ての学問分野を対象に、大学等の研究者の自由な発想に基づく研究を振興し、

大学等における人材育成や教育・研究を推進することが政策的に極めて重要。これにより、

知的資産の創出と重厚な知的蓄積（多様性の苗床）の形成に寄与している。 

✓ ＪＳＴはイノベーションの創出が任務。国の研究開発戦略・目標設定をもとに、国の要

請に応じた科学技術課題を設定し、機動的に研究開発チームを編成・遂行する体制を確保

することが政策的に重要。トップダウン的に大学・研究機関等の研究をマネジメントし、

事業化に向けて牽引。 

✓ また、研究開発成果の最大化のためには、学術研究や、重要な科学技術課題に係る研究、

特定分野の実証化技術開発など、様々な視点やフェーズで適切な研究支援を行う必要があ

り、それぞれの目的に応じた多様な競争的資金や資金配分機関の存在が不可欠。科学技術

基本計画でも「資金配分機関の多様性の確保」の必要性を明記。なお、諸外国でも、学術

振興を担う機関を含め、複数の機関によるマルチファンディングが一般的。 

 

仮に、一つの法人になると、国の関与を受けずに自由な発想に基づく研究を実施しう

る環境を確保する（ＪＳＰＳ）ことと、国の研究開発戦略をもとに研究現場に積極的に

関与していく（ＪＳＴ）こと、の相異なる政策を一つの法人が遂行せねばならない。 

 この結果、一つの法人になると、同一の法人に全く相反する理念を背負わせることに

より、法人が目指す方向が曖昧模糊となり、いずれの政策についても、最大限の効率と

効果を期することが困難となる。 

また、研究者等に、①自由な発想に基づく研究が出来なくなる、②政策課題に適合し

た研究に優先的に資源が配分される、との政策的メッセージとして受け取られることは

必定であり、現に、これを懸念して、学術コミュニティーから強い反対、危惧が表明さ

れるに至っている。 

＜基本的考え＞ 

組織見直しにあたっては、以下の視点を踏まえて、判断する必要。 

１国の政策的な視点：統合等を行うことが、国の政策的意図として適切か。 

２事業運営的な視点：効率的な事業運営の観点から、統合は適切か。 

３組織統制的な視点：統合後の法人は、法人のガバナンスとして適切な事業内容か。 
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さらに、ＪＳＰＳとＪＳＴが有する競争的資金を合計すると、我が国の競争的資金全

体の約 8割以上（約 3,500 億円）を占めており、両法人の統合は、資金配分機関の多様

性を損なうおそれがある。 

 

   故に、政策的には、幅広いかつ多様な研究成果の創出・蓄積（多様性の苗床）が弱体

化する恐れがあり、ひいては我が国の競争力強化の観点からも問題。 

 

２ 運営的な視点 

✓ ＪＳＰＳは、自ら研究活動を実施するわけではなく、研究者のピアレビュー方式による

研究費の配分業務を通じて、研究者が行う自由で主体的な研究活動を支援している（研究

の助成）。 

✓ ＪＳＴは、職員がプログラムオフィサー（ＰＯ）とともに研究現場に積極的に関与し、

研究マネジメントを実施している。最適な研究チームを時限付きで編成（バーチャルネッ

トワーク型研究所）し、法人自らが研究開発を実施している。 

 

   仮に、一つの法人になると、全く異なる事業のマネジメントを行う必要が生じるため、

事業運営上の相乗効果は見込めず、逆に、法人職員、研究現場が混乱する恐れがあり、

問題。 

 

   その一方で、現在、ＪＳＰＳ（科研費）の成果をＪＳＴが行う政策目的による戦略的

な基礎研究事業等に繋げるために、情報提供（橋渡し）を行っており、こうした両法人

の「連携」を深化させること自体は有効と考えている。 

 

３ 統制的な視点 

✓ 上記１．２．から、仮に一つの法人になると、法人の長が全く異なるミッションを持つ

２つの事業の責任を負うことになる。その結果、トップの指示・考えが法人職員、研究等

の現場まで行き届きにくくなり、法人としてのガバナンスが困難になる恐れ。事業の質の

低下を招くため、問題。 
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